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図表１　都道府県別のKIBSの輸移出・輸移入割合による

マッピング（単位：％、色が濃いほど割合が高い）

図表２　主たる事業のクライアント所在エリア

（出所）各都道府県の2011年産業連関表より、GIS(地理情報システ
ム）ソフトMANDARAを用いて大阪産業経済リサーチセンター作成。

（注１）沖縄県は、最大でも35部門しか公表されておらず（統合大分
類に相当）、使用できなかったため除外した。

（注２）輸移出・輸移入割合は、（輸移出額／輸移入額）×100で計算
した。

注：□はコア機能のポジション、■は最も遠隔でのコア機能のポジション
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はじめに
近年、先進各国の経済に占める対ビジネス・サー

ビス・セクターの重要性は増しています。サービス業
における創造的な活動は、知識集約型ビジネス・
サービス

（Knowledge-Intensive Business Services：KIBS）
産業と定義付けられます。

KIBSの高度な集積は、大阪のような大都市にお
いて見受けられ、大阪を特徴づける産業の一つと言
えます。

本調査研究では、KIBSを以下のように７業種に
分類しました。
・情報サービス業
・インターネット附随サービス業
・映像・音声・文字情報制作業
・学術・開発研究機関
・専門サービス業（他に分類されないもの） 
・広告業
・技術サービス業（他に分類されないもの）

また、現在、中小企業の生産性向上は国全体の
課題です。中小企業の生産性を向上させる重要な
プレーヤーの一つはKIBSであり、KIBSが中小企業
のサポート役となることが求められます。

さらには、大阪府のKIBSは関西の他府県など周
辺地域にKIBSサービスを提供しており、サービスの
輸移出によって大阪経済を牽引しているという仮説
が考えられます。

この調査研究では、主には以下の仮説を検証しま
した。
大阪は関西（大阪経済圏）の他府県など周辺地
域にKIBSサービスを提供しているコア（核）都市で
ある

調査結果の概要
KIBSの集積と大阪の強み

総務省統計局「2014年経済センサス‐基礎調査」
を使用して、全国市区町村別の従業者シェアによる
KIBS集積の比較を行いました。ここでは、データが
入手可能な範囲で最も詳細な産業分類に基づいて、
KIBSの７業種から、より細かいKIBS18業種を指定
しました。

今回の全国市区町村別の分析結果からは、「機
械設計」や研究所関連の業種を除いて、大阪の
CBD（Central Business District、中心業務地
区）である市区町村がKIBS集積の上位（30位ま
で）に多く入っていることが分かりました。また、他の
大都市部である神奈川県や愛知県などと比べると、
大阪でのKIBSの集積は強く、東京と大阪はKIBS
の２大集積地であると言えます。

中小企業の生産性
経済産業省「企業活動基本調査」を用いて計測

した企業の生産性を、中小企業と大企業とで比較し
ました。結果として、大企業と中小企業の生産性格
差が大きい産業は、KIBSの利用度合いが高い第３
次産業でもあることが分かりました。

すなわち、KIBSの必要性が高いこれら産業にお
いて、KIBSを利用できていない可能性がある中小
企業へのKIBSの供給機能を高めることで、これら
産業における中小企業の生産性を向上させる可能
性が高いと言えます。

KIBS 集積におけるコア（核）都市
都道府県別の産業連関表を用いて、KIBS産業

の輸移出・輸移入割合を比較しました（図表１）。

結果として、関西（大阪経済圏）の中で大阪府は
輸移出・輸移入割合が高く、大阪は、関西（大阪経
済圏）におけるKIBSのコア（核）都市であることが
分かりました（図表１）。

輸移出・輸移入割合は、大阪府は東京都に次ぐ
第２位で、東京都と同様に大阪府のKIBSは輸移出
超過の状態です。KIBS全体で輸移出超過である
都道府県は東京都と大阪府のみであり、全国的に
みても大阪府のKIBSはコア（核）であると言えます。

事例分析からみるKIBSの実態
ここでは、１．「企業規模と地域コア機能の議論」

と、２．「T-KIBS（テクニカル）とP-KIBS（プロ
フェッショナル）の経営指標による比較分析」を行う
ことで、KIBSの経営実態に迫りました。
１．規模が大きくなると地域コア機能が拡大

KIBSは大阪で事業を開始し、まず産業集積内で
サービスを提供します。次第に知識を集約、経験を
積み重ねていくことで、サービス内容が洗練され、高
度化し、付加価値が向上します。それによって、近隣
の関西エリアなど周辺地域での需要が高まります。

また、KIBS企業自体も成長することで、売上高を
得る必要が生じます。その結果、「サービス内容の
洗練、高度化による需要エリアの拡大」と、「新たな
需要が発生する市場への展開」から、KIBSは大阪

から関西・西日本、ひいては全国の需要者から必要
とされるものへ拡大していきます。

２．T-KIBSは「組織対応型」、P-KIBSは「個人活
躍型」
「平成29年版TKC経営指標（要約版）」を用い

て、T-KIBS（テレビジョン番組制作業、組込ソフト
ウェア業、機械設計業）、P-KIBS（広告業、広告制
作業、翻訳業、デザイン業）について指標を比較しま
した。売 上 高、平 均 従 事員数ともにT - K I B Sが
P-KIBSよりも多いです。ただ、一人当たり売上高は
逆にT-KIBSがP-KIBSよりも小さくなります。

T-KIBSは、経営規模が大きく、多くの従業員を雇
い、分業化された業務を組合せ、創り上げることで収
益を得ています。一方、P-KIBSはT-KIBSよりも一
人当たりの売上高が大きく、従業員ひとり一人の活
躍が業績に大きく寄与している姿が浮かび上がりま
す。

まとめ
大阪府のKIBSは輸移出超過の状態であり、関

西（大阪経済圏）においてコア（核）性を持ち、課題
である中小企業の生産性向上にとって、重要なプ
レーヤーであると言えます。また、大阪府が強みを持
つKIBSも分かりましたが、これらKIBS業種の大阪
における集積を持続的に維持させるとともに、大阪
府のKIBSが中小企業の生産性向上に資すること
が期待されます。

報告書冊子は、大阪府府政情報センターにおい
て閲覧・購入いただけます。
●大阪府府政情報センター

大阪市中央区大手前2丁目　大阪府庁本館５階
ＴＥＬ：０６－６９４４－８３７１
http://www.pref.osaka.lg.jp/johokokai/jigyo3/

kankobutu.html
なお、報告書の内容は、大阪産業経済リサーチセ

ンターのウェブサイトからご覧いただけます。
●大阪産業経済リサーチセンターのウェブサイト

http://www.pref.osaka.jp/aid/sangyou/index.html

中小企業の生産性向上に資する大阪の知識集約型
ビジネス・サービス業（KIBS）についての調査研究

 ◆中小企業のための経営情報シリーズ◆
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図表２　主たる事業のクライアント所在エリア

（出所）各都道府県の2011年産業連関表より、GIS(地理情報システ
ム）ソフトMANDARAを用いて大阪産業経済リサーチセンター作成。

（注１）沖縄県は、最大でも35部門しか公表されておらず（統合大分
類に相当）、使用できなかったため除外した。

（注２）輸移出・輸移入割合は、（輸移出額／輸移入額）×100で計算
した。

注：□はコア機能のポジション、■は最も遠隔でのコア機能のポジション
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